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１． はじめに

　長期にわたる景気低迷という経済状況のなか

で、新産業・新ビジネスの模索が続けられてい

る。国においては数次にわたる緊急経済対策の

なかでもその支援を行ってきているし、都道府

県をはじめとする各地域でも有望産業分野の見

極めとその育成・振興のための取り組みが実施

されてきている。

しかしながら、現状の取り組みを概観すると、

次代の産業像やビジネス像を描き出すことに重

点がおかれ過ぎているのではないだろうか。す

なわち、有望産業・ビジネスの見極めに終始し、

結果として、類似した施策展開となってしまっ

ている。

有望分野の見極めや地域間競争も重要である

が、経済活動によって生み出される財の性格が

変わることを踏まえて、特定の産業分野に限定

しない、逆にいえば、様々な分野に共通する活

動スタイルを築いていくというアプローチもあ

ると考えられる。

２． 知的財の生産や流通を中心とする次代の

　　経済活動

情報通信技術をはじめとする技術革新を主な

背景として、経済活動によって生み出される財

の価値基準が変わってきている。言い換えれば、

経済活動の直接的目的が変化してきている。

その変化を要約すると概ね次のようなものと

なろう。

・ 物的財の生産や流通を中心としたものではなく、

情報などの知的財のそれを中心とした経済活動

が主流となる。

・ 物的財の経済活動がなくなるわけでは決してな

いが、知的財の経済活動が活発であれば、物的財

のそれも活発化するのであり、知的財が経済活動

の中心である。

・ 物的財であっても、その知的ウエイトが高まる。

３． キーワードは個人・コラボレーション・ス

ピード

１）“個人”が主役の経済活動

知的財の生産要素を考えるとき、それは知識

であり、その多くは“個人”に帰属している。

したがって、“個人”が経済活動のメインプレー

ヤーとしてクローズアップされることになる。

いわゆる起業家といった独立した個人だけで

はない。企業など従来からのプレーヤーの一構

成員（従業員）でありながら、“個人”の資格で

経済活動に参加するケースがみられるようにな

ってきている。例えば、いわゆるビジネスアワ

ーは会社員として働きつつも、夜間や休日のオ

フタイムには情報通信ネットワークを利用する

などして、別のビジネスに参加するような個人

である。

  そうしたビジネスへの参加資格は知識の有無
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だけである。経済学でいう生産要素面での参加

障壁はきわめて低い。たとえ、成功しなくとも、

投資された知識が失われることはない。参加リ

スクはせいぜいが数十万円のパソコン、通信費、

そして、睡眠・休息時間が少なくなるというだ

けである。また、自らの関心が高い分野への主

体的な意志による参加であるため、フットワー

クはきわめて軽い。

こうした傾向は一見、企業にとっては憂慮す

べき問題かもしれない。従業員がセカンドビジ

ネスに精を出し、その結果、組織との競合を招

く可能性があるからである。しかしながら、セ

カンドビジネスを通じて知識が一層深化し、新

たな知識、そして人脈が獲得され、それらが本

業に活かされれば、企業にとっては必ずしもマ

イナスとはならないであろう。年俸制など個人

の能力を最大限に発揮させ、それに応じて報酬

を支払う制度を導入すれば両立は可能であろう。

社会的には“個人”の知識がより多くの分野・

場面で活かされることになる。

このように考えると、“個人”が経済活動の担

い手となることは、個人のニーズ、企業のメリ

ット、社会的メリットからも今後ますます促進

されると考えられる。

２）分野横断的な“コラボレーション”

ドラッカーが指摘するように「知識とくに高

度の知識はつねに専門化している。したがって、

単独では何も生み出せない」ため、新しい知的

財を生むためには多様な知識のぶつかり合い、

既存の組織や領域を越えた分野横断的な“コラ

ボレーション”が不可欠となる。

マルチメディア・コンテンツを例にとるとわ

かりやすい。新しいマルチメディア・コンテン

ツを生むためには、話しことば・書きことばと

いった文学的知識、絵・映像といった美術的知

識、音・音声・音楽などの知識、また、これを

実際に表現するための様々な技術が生産の段階

で必要となる。さらに流通段階では、知的所有

権問題などこれまで存在しなかったものを流通

させることに伴って発生する諸問題に対応する

ための法律的知識などが必要となる。

ますますマルチメディア化が進むなかで、よ

り多くの知識が必然的に求められるのである。

３）“スピード”感覚

そして、“スピード”である。数多くの類似し

たアイディアがみられるなか、いち早く事業化

を果たすということがきわめて重要になる。

後述する事例とともに注目を集めている米

国・シリコンバレーの最大の強みのひとつが“ス

ピード”であろう。アイディアをいち早く現実

のものとし、それをビジネスとしてスピーディ

に仕立て上げていくのである。

ベンチャーキャピタルなどのビジネスサポー

ターが数多く存在し、また、ビジネスアイディ

アに対する感度がいかに高くとも、時間価値に

対する認識が希薄ならば、シリコンバレーは今

日ほど注目を集めなかったに違いない。

Time is money.　あまりにも聞き慣れているた

めに、言葉としては理解されていても、実際の

行動規範には十分に組み込まれていないのでは

ないだろうか。

４． 欧州にみられる地域経済活動スタイル

１）オーストリア・リンツとドイツ・カールス

ルーエ

オーストリアのリンツにある AEC（アルス・エ

レクトロニカ・センター）、ドイツのカールスル

ーエにある ZKM（カールスルーエ・アート・アン

ド・メディア・テクノロジー・センター）では

メディアアートを中心としたコラボレーショ

ン・プロジェクトが進められている。AEC は 1996

年に、ZKM は翌 1997 年にオープンした。
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　両者は必ずしも産業振興を第一義とするもの

ではないが、“芸術と技術のコラボレーション”

がキーワードとなっている。アイディアを発想

するメディアアーティストとその実現をサポー

トするエンジニアのコラボレーションにより、

新たな芸術分野の開拓と先端的な技術の開発を

促そうとするものである。そして、その過程や

創作された作品を素材として情報化社会におい

てコミュニケーションやビジネス、生活がどの

ように変わるかを様々な分野の人々とともに考

えようとするものでもある。

エンターテイメント産業の主流となっている

映画産業が実験映画という芸術的領域・文脈の

なかから生まれてきたように、未知の産業・ビ

ジネスの源泉を芸術的思考に求め、そこに技術

分野の参加を得ていこうとするものである。そ

して、それを社会的に検証していこうとする試

みである。いわば今世紀はじめに試みられたバ

ウハウスの情報化社会版といえよう。

２）イタリア・プラート

イタリアのプラートは中世からの毛織物産地

でありイタリア最大の繊維産地である。イタリ

ア北部にはプラートだけでなく、高級毛織物の

ビエッラ、絹製品のコモ、ニット製品のカルピ

などが点在し、いずれの産地でも次のようなス

タイルがみられる。

商品企画をもつインパナトーレ（地域によっ

てはコンバータやコント・プロプリオと呼ばれ

る）が、その企画を商品化するために、最適な

技術を低コストで提供できるメーカー（職人）

を工程別に選別、生産体制をコーディネートし、

生産をマネジメントすることにより、世界のマ

ーケットニーズに適時対応を果たしている。

インパナトーレには世界マーケットを見据え

て、新しい商品を企画、そして、地域の技術（メ

ーカー・職人）に精通していることが要求され

る。また、メーカーには高い技術力とコスト低

減努力が常に求められる。

インパナトーレとメーカーの立場は全くイー

ブンであり、企画力やマーケティング力のない

インパナトーレの要求はメーカーが受け入れな

いし、技術力が低いメーカーには仕事が回って

こない。この結果、地域内で協調的な競合環境

がつくりだされ、地域のポテンシャルが最大限

に発揮されている。

５．次代の地域経済活動スタイル

次代の地域経済活動のスタイルをイメージす

ると、「高度な知識を備えた個人が多様な分野

にわたって存在し、そうした知識が結びつけら

れ、スピーディに新たな知的財が生み出される」

というものになろう。

そして、これを実現するために地域がもつべ

き機能として、次の３つの機能があげられる。

１）ファシリテーター（＝コーディネーター＋

マネージャー）

自然発生的にコラボレーションが起こり、ス

ピードある活動が展開されるわけではない。ま

ず、コラボレーションのコーディネートが必要

であり、確実に成果を生むために適切なマネジ

メントが必要である。このコーディネーターと

マネージャーの両者を合わせてファシリテータ

ーと呼ぶことにする。プラートの事例でみたイ

ンパナトーレである。

コーディネーター、マネージャーにはそれぞ

れ異なる能力が要求されるが、共通能力として

は通訳的能力が求められる。日本語と外国語の

通訳という意味ではない。分野横断的な知識の

コラボレーションの場合、コミュニケーション

がうまくいかないという現実に直面することに

なろう。同じ日本語であっても分野によって、

ことばの意味やニュアンスが微妙に異なり、そ

の相違がコラボレーションを乱す要因となりか
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ねない。コーディネーターやマネージャーには

分野を越えて言語を正しく理解し、意志疎通を

助ける能力が共通能力として必要とされるので

ある。

コーディネーターにもっとも期待されるのは、

必要なフォーメーションを構成する能力のみな

らず、マーケットにつなぐ能力が最も重要であ

る。音楽を例にとると、せっかくいい曲が作れ

たとしても、それをマーケットに対してディス

トリビューションする術を持たなければ、ビジ

ネスとして日の目をみないのである。

また、マネージャーにはアイディアを現実の

２）テストベッド

　新たに生み出された新しい知的財はまず使わ

れてみるということ、すなわち、実証的実験と

いうプロセスが不可欠である。とくに従来の発

想を超えたものの場合、利用してみなければそ

の効用がわからないのである。

例えば、コピー機ができる以前、複写が必要

なときはカーボン紙を利用していた。当時、コ

ピー機の世界需要を調査したところ、世界でた

った６台の需要しか見込まれなかった、という

のは有名な話である。実際に利用して、その利

ビジネスとして着地させるための能力が期待さ

れる。

　こうしたファシリテーターが地域に数多く輩

出されれば、地域のなかでも十分に新しいビジ

ネスが起こり、「芸のために妻と子供を田舎に

残して…」ということもなくなるであろう。

なお、中小企業事業団では昨年度より｢コーデ

ィネート活動支援事業｣を行ってきている。この

制度のなかで小さくとも成功モデルを数多く生

み出し、ファシリテーターの存在が認識される

ことが期待される。

用をベースとして新しい生活や仕事のスタイル

を考え出すことが必要なのである。

このため実証実験を受け入れるところ、とく

に新たな知的財の多くは情報通信ネットワーク

を基礎とするものであると考えられることから、

そうしたネットワークを備えたテストベッドが

求められる。

３）コラボレーションの“場”

知識の所有者である個人のコラボレーション

を考えるとき、物理的な“場”を備えることも

表１　新規成長産業連携支援事業に係るコーディネート活動支援事業の概要

【事業の概要】

・ コーディネート活動を行うコーディネート機関または個人に対して、中小企業事業団がそ

の活動を委託することによって、コーディネート活動を支援する。

・ 原則として1 年間、委託費は 1 事業あたり 1 千万円以下。

【コーディネート活動】

・ 中小企業からの相談をもとに個々の課題を分析・特定し、その課題解決に最適な外部経営

資源を紹介・引き合わせる。

・ 外部経営資源との連携活動が円滑に進むよう側面的に支援する。

【対象事業】

① これからマッチングを行う事業（Ａ事業）

② マッチングによってすでに形成されているグループを支援する事業（Ｂ事業）

出所）｢平成 11 年度『新規成長産業連携支援事業に係るコーディネート活動支援事業』の事業

委託先公募について｣（中小企業事業団）
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重要であろう。

これは次の２つの今日的な理由による。

まず、コラボレーションに求められる知識と

情報通信ネットワークへのアクセス能力とは一

致しないということである。上述したように、

情報通信ネットワークをベースとしたコラボレ

ーション・ビジネスがみられるようになってき

ているが、現状では求める知識の所有者が必ず

しもパソコンを利用できるとは限らない。逆に

言えば、現在、ネットワーク・ベースド・コラ

６．おわりに

  “ドッグイヤー”と言われるほど変化が激し

い今日的状況においては、総合的な産業政策を

論じるよりも、まずは現実のなかでモデル・プ

ロジェクトを立ち上げるといった一点突破の積

み重ねが重要ではないかと筆者は考えている。

　地域の特性に応じた、新たな地域経済活動ス

タイルの具体的な構築と展開を始めることが期

待される。

ボレーションには参加していなくとも、有用な

知識を有する人材は多く存在する、ということ

である。

また、第二にコラボレーションへの参加信頼

を得ていくためには顔をつきあわせるプロセス

が欠かせないということである。

ただし、単なる“ハコ”ではない。ファシリ

テーターとしての機能を備え、テストベッドに

もアクセスできるような“場”である。

図　地域経済活動スタイルのプロトタイプ・イメージ
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